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連結注記表 

 

１．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記 

（１）連結の範囲に関する事項 

連結子会社の数 30社 

主要な連結子会社の名称 プライムデリカ㈱、プリマ食品㈱、熊本プリマ㈱、プラ

イムフーズ㈱、太平洋ブリーディング㈱ 

 

（２）持分法の適用に関する事項 

持分法適用関連会社の数 ５社 

主要な持分法適用関連会社の名称 ㈱プライムベーカリー、康普（蘇州）食品有限公司 

持分法適用関連会社のうち、決算日が連結決算日と異なる会社については、原則として連結決算日現在

で本決算に準じた仮決算を行った計算書類を基礎としております。なお、一部の会社については持分法を

適用する上で必要な修正を行っております。 

 

（３）会計方針に関する事項 

① 重要な資産の評価基準および評価方法 

 ａ 有価証券      満期保有目的の債券 償却原価法（定額法） 

その他有価証券 

・時価のあるもの  決算日の市場価格等に基づく時価法 

                       （評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価 

は移動平均法により算定） 

               ・時価のないもの  移動平均法による原価法 

 

   ｂ デリバティブ    時価法 

 

 ｃ たな卸資産     主として移動平均法による原価法 

（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの方法により算定） 

 

  ② 重要な減価償却資産の減価償却の方法 

   ａ 有形固定資産    定率法 ただし、当社の建物（建物附属設備を除く）、国内連結子会社の    

（リ－ス資産を除く） 1998年４月１日以降新規に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに 

2016年４月１日以降に取得した建物附属設備および構築物、在外子会社の資産

は定額法を採用しております。なお、主な耐用年数は以下のとおりです。 

                   建物および構築物      15～38年 

                   機械装置および運搬具    ５～10年  

 

   ｂ 無形固定資産    定額法 ただし、ソフトウェア（自社利用分）については社内における見積利 

    （リ－ス資産を除く） 用可能期間(５年)に基づく定額法を採用しております。 

 

   ｃ リ－ス資産     所有権移転外ファイナンス・リ－ス取引に係るリ－ス資産 

リ－ス期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。 

 

 



 

  ③ 重要な引当金の計上基準 

   ａ 貸倒引当金     債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、 

               貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見 

               込額を計上しております。 

 

   ｂ 賞与引当金     従業員の賞与支払に備えるため、主として将来の支給額を見積り、これに基づ

いて計上しております。 

 

   ｃ 役員賞与引当金   役員の賞与支払に備えるため、将来の支給額を見積り、これに基づいて計上し

ております。 

 

   ｄ 役員株式給付引当金 役員の業績連動型株式報酬の支給および支払に備えるため、将来の支給額を見

積り、これに基づいて計上しております。 

 

  ④ のれんの償却方法及び償却期間 

のれんについては、５～10年間の定額法により償却しております。 

 

  ⑤ その他連結計算書類作成のための基本となる重要な事項 

  a  退職給付の会計処理の方法 

従業員等の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務および年金資産の見込

額に基づき、当連結会計年度末において発生していると認められる額を計上しております。退職給付

債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法については、

給付算定式基準によっております。 

数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(主として10年)に

よる定額法により発生翌連結会計年度から費用処理しております。 

また、退職給付信託を設定しております。 

未認識数理計算上の差異の未処理額については、税効果を調整の上、純資産の部におけるその他の

包括利益累計額の退職給付に係る調整累計額に計上しております。 

 

   b ヘッジ会計の処理   

原則として繰延ヘッジ処理によっております。 

なお、金利スワップについて特例処理の条件を満たしている場合には特例処理を採用しております。 

 

   c 重要な外貨建の資産または負債の本邦通貨への換算の基準 

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処

理しております。なお、在外子会社等の資産、負債、収益および費用は、連結決算日の直物為替相場

により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定および非支配株主持分に含め

ております。 

 

d 消費税等（消費税および地方消費税）の会計処理は税抜方式を採用しております。 

 



 

２．追加情報 

取締役及び執行役員に対する業績連動型株式報酬制度 

当社は、2018年６月28日開催の第71回定時株主総会の決議に基づき、中長期的な業績の向上と企業価値の増

大に貢献する意識を高めるために、取締役（非常勤取締役を除く。）を対象とする株式報酬制度「株式給付信

託（BBT）」（以下、「本制度」という。）を導入しております。 

なお、2019年５月13日開催の取締役会において、上記の対象者を「取締役」から「取締役及び取締役を兼務

しない執行役員の一部」に変更することを決議しております。 

  

（１）取引の概要 

本制度は、当社が拠出する金銭を原資として当社株式が信託（以下、本制度に基づき設定される信託を「本

信託」という。）を通じて非常勤取締役を除く取締役及び取締役を兼務しない執行役員の一部（以下、「取

締役等」という。）に対して、当社が定める役員株式給付規定に従って、当社株式及び当社株式を時価で換

算した金額相当の金銭（以下、「当社株式等」という。）が本信託を通じて給付される業績連動型株式報酬

制度です。なお、取締役等が当社株式等の給付を受ける時期は、原則として取締役等の退任時となります。 

  

（２）信託に残存する自社の株式 

信託に残存する当社株式を、本信託における帳簿価額（付随費用の金額を除く。）により、純資産の部に

自己株式として計上しております。当連結会計年度末における当該自己株式の帳簿価額は243百万円、株式

数は91千株であります。 

 

３．連結貸借対照表に関する注記 

（１）担保提供資産 

  ① 担保に供している資産  建物および構築物        1,211百万円 

                機械装置および運搬具        46百万円 

                土地                176百万円 

                固定資産その他           2百万円 

                定期預金              5百万円 

  ② 担保に係る債務     買掛金               12百万円 

                1年内返済予定長期借入金      149百万円 

                長期借入金            767百万円 

                

（２）有形固定資産の減価償却累計額              99,860百万円 

減損損失累計額は、減価償却累計額に含めております。 

 

（３）保証債務 

   連結会社以外の次の各社の銀行借入金等に対して債務保証を行っております。 

    康普（蘇州）食品有限公司        321百万円 

    その他                  15  

          計                336百万円 

 

４．連結株主資本等変動計算書に関する注記 

（１）当連結会計年度の末日における発行済株式の総数   

普通株式      50,524,399株 

 



 

（２）配当に関する事項 

①配当金支払額 

決議 株式の種類 

配当金 

の総額 

（百万円） 

１株当たり

配当額 

（円） 

基準日 効力発生日 

2019年６月27日 

定時株主総会 
普通株式 2,013 40.00 2019年３月31日 2019年６月28日 

2019年10月31日 

取締役会 
普通株式 1,006 20.00 2019年９月30日 2019年12月２日 

(注)1. 2019年６月27日定時株主総会決議による配当金の総額には、株式給付信託（ＢＢＴ）にかかる信託口が保
有する当社株式に対する配当金額３百万円が含まれています。 

2.2019年10月31日取締役会決議による配当金の総額には、株式給付信託（ＢＢＴ）にかかる信託口が保有す

る当社株式に対する配当金額１百万円が含まれています。 

 

②基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

決議予定 株式の種類 

配当金 

の総額 

（百万円） 

１株当たり

配当額 

（円） 

基準日 効力発生日 

2020年６月26日 

定時株主総会 
普通株式 2,013 40.00 2020年３月31日 2020年６月29日 

(注)2020年６月26日定時株主総会決議による配当金の総額には、株式給付信託（ＢＢＴ）にかかる信託口が保有

する当社株式に対する配当金額３百万円が含まれています。 

 

５．金融商品に関する注記 

（１）金融商品の状況に関する事項 

     当社グル－プは、資金運用については短期的な預金等に限定し、銀行等金融機関からの借入により資金

を調達しております。 

     受取手形および売掛金に係る顧客の信用リスクは、与信管理規定に沿ってリスクの低減を図っておりま

す。また、投資有価証券は主として株式であり、上場株式については四半期ごとに時価の把握を行ってい

ます。 

借入金の使途は運転資金（主として短期）および設備投資資金（長期）であり、一部の長期借入金の金

利変動リスクに対して金利スワップ取引を実施して支払利息の固定化を実施しております。なおデリバテ

ィブは内部管理規定に従い、実需の範囲で行うこととしております。 



 

 

（２）金融商品の時価等に関する事項 

  2020年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価およびこれらの差額については次のとおりであります。 

 
連結貸借対照表計上額          

（百万円） 
時価（百万円） 差額（百万円） 

（1） 現金および預金 13,907 13,907 － 

（2） 受取手形および売掛金 42,305 42,305 － 

（3） 預け金 10,006 10,006 － 

（4） 投資有価証券    

満期保有目的の債券 9 10 0 

その他有価証券 4,162 4,162 － 

（5） 支払手形および買掛金 44,988 44,988 － 

（6） 短期借入金 265 265 － 

（7） 長期借入金（＊） 23,072 23,190 118 

（8） デリバティブ取引    

ヘッジ会計が適用されていないもの － － － 

ヘッジ会計が適用されているもの △90 △90 － 

（注）1．＊印は１年内返済予定長期借入金を含めております。 

2．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項 

（1）現金および預金、（2）受取手形および売掛金、並びに（3）預け金 

これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから当該帳簿価額

によっております。 

（4）投資有価証券 

これらの時価について、株式および債券は取引所の価格によっております。 

（5）支払手形および買掛金、並びに（6）短期借入金  

これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから当該帳簿価額

によっております。 

（7）長期借入金 

長期借入金の時価については元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割

り引いて算定される方法によっております。但し変動金利による長期借入金については、金利スワ

ップの特例処理の対象とされており当該金利スワップと一体として処理された元利金の合計額を

同様の借入を行った場合に適用される合理的に見積られる利率で割り引いて算定する方法によっ

ております。 

（8）デリバティブ取引 

デリバティブの時価は、取引先金融機関から提示された価格等に基づき算定しております。 

金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理され

ているため、その時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載しております。 

3．非上場株式（連結貸借対照表計上額1,075百万円）は、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フロー

を見積ることなどができず、時価を把握することが極めて困難と認められるため、(4)投資有価証券 

「その他有価証券」には含めておりません。 



 

６．賃貸等不動産に関する注記 

当社グル－プが有しているすべての賃貸等不動産については、重要性が乏しいため、記載を省略しておりま

す。 

 

７．１株当たり情報に関する注記 

１株当たり純資産額    1,802円47銭 

１株当たり当期純利益額   175円57銭 

(注)  株主資本において自己株式として計上されている信託に残存する自社の株式は、１株当たり純資産

額の算定上、期末発行済株式総数から控除する自己株式に含めており、また、１株当たり当期純利

益金額の算定上、期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めております。 

１株当たり純資産額の算定上、控除した自己株式の期末株式数は91千株であり、１株当たり当期純

利益金額の算定上、控除した当該自己株式の期中平均株式数は88千株であります。 

 

８．重要な後発事象 

該当なし 

 

９．記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

 



 

個別注記表 

 

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記 

（１）資産の評価基準および評価方法 

   ①               有 価 証 券 

     子会社および関連会社株式       移動平均法による原価法 

     そ の 他 有 価 証 券             

      時価のあるもの        決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入 

                     法により処理し、売却原価は移動平均法により算定しております） 

      時価のないもの        移動平均法による原価法 

 

   ②デリバティブ                 時価法 

 

   ③               た な 卸 資 産         移動平均法（ただし、牛枝肉については個別法）による原価法 

（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの方法により算

定） 

     

（２）固定資産の減価償却の方法 

   ①               有形固定資産         定率法（ただし、建物（建物附属設備を除く）並びに2016年4月1日    

   （リース資産を除く）        以降に取得した建物附属設備及び構築物については定額法）を採用し 

                     ております。なお、主な耐用年数は以下のとおりです。 

                        建物および構築物       15～38年 

                        機械装置および工具器具備品   5～10年 

 

   ②               無形固定資産         定額法（自社利用のソフトウェアについては、社内における見積利 

   （リース資産を除く）        用可能期間（5年）に基づく定額法） 

 

      ③リース資産            所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

                          リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用してお

ります。 

 

（３）引当金の計上基準   

   ①               貸 倒 引 当 金         債権の貸倒損失に備えるため､一般債権については貸倒実績率によ 

                     り、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討 

                                         し、回収不能見込額を計上しております。 

 

   ②               賞 与 引 当 金         従業員の賞与支払に備えるため、将来の支給額を見積り、これに基 

                     づいて計上しております。 

 

③役員賞与引当金                 役員の賞与支払に備えるため、将来の支給額を見積り、これに基づい 

て計上しております。 

 

   ④退職給付引当金                 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務

および年金資産の見込額に基づき、当事業年度において発生している



 

と認められる額を計上しております。 

 数理計算上の差異については、各事業年度の発生時における従業員の

平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）による定額法により按分

した額を、それぞれ発生の翌事業年度から費用処理しております。 

                     また、退職給付信託を設定しております。 

                  

   ⑤役員株式給付引当金               役員の業績連動型株式報酬の支給および支払に備えるため、将来の支

給額を見積もり、これに基づいて計上しております。 

 

（４）その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項 

① ヘッジ会計の処理          原則として繰延ヘッジ処理によっております。 

 なお、金利スワップについて特例処理の条件を満たしている場合には 

 特例処理を採用しております。 

 

② 消費税等（消費税および地方消費税）の会計処理は、税抜方式を採用しております。 

 

２．追加情報 

取締役及び執行役員に対する業績連動型株式報酬制度 

当社は、2018年６月28日開催の第71期定時株主総会の決議に基づき、中長期的な業績の向上と企業価値の増大

に貢献する意識を高めるために、取締役（非常勤取締役を除く。）を対象とする株式報酬制度「株式給付信託

（BBT）」を導入しております。なお、2019年５月13日の取締役会において、上記の対象者を「取締役」から「取

締役及び取締役を兼務しない執行役員の一部」に変更することを決議しております。 

詳細は「連結注記表 ２．追加情報」をご参照ください。 

 

３．貸借対照表に関する注記 

（１）担保に供している資産および担保に係る債務 

①担保に供している資産   定   期    預   金                      5百万円 

 

②担保に係る債務      買 掛 金                 12百万円 

                  

（２）有形固定資産の減価償却累計額                               47,851百万円 

減損損失累計額は、減価償却累計額に含めております。 

  



 

（３）保証債務  

   他の会社の金融機関等からの借入債務に対し、保証を行っております。  

    康普（蘇州）食品有限公司        321 百万円 

 

（４）関係会社に対する金銭債権および金銭債務 

短期金銭債権                                          4,666百万円  

   長期金銭債権                                          4,484百万円 

   短期金銭債務                                      43,056百万円 

 

（５）「土地の再評価に関する法律」（平成10年3月31日公布法律第34号、平成13年3月31日改正）に基づき、2002

年3月31日に事業用土地の再評価を行っております。 

   なお、再評価差額については、土地の再評価に関する法律の一部を改正する法律（平成11年3月31日公布法 

律第24号）に基づき、当該再評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」として負債の部 

に計上し、これを控除した金額を「土地再評価差額金」として純資産の部に計上しております。 

   

      再評価の方法  「土地の再評価に関する法律施行令」 （平成10年3月31日公布政 

            令第119号）第2条第4号に定める地価税法により算定した金額に合 

            理的な調整を行って算定する方法と、同条第5号に定める不動産鑑 

            定士による鑑定評価を併用しております。 

再評価を行った年月日            2002年3月31日 

再評価を行った土地の期末における時価と再評価後の帳簿価額との差額 △4,115百万円 

 

４．損益計算書に関する注記 

 関係会社との取引高   売 上 高                       43,673百万円 

               仕 入 高                        152,304百万円 

                            その他の営業取引                           3,547百万円 

             営業取引以外の取引高                    849百万円  

 

５．株主資本等変動計算書に関する注記 

  自己株式の種類及び株式数 

株式の種類 前期末株式数 当期増加株式数 当期減少株式数 当期末株式数 

普 通 株 式 260,706株 15,484株 1,141株 275,049株 

合  計 260,706株 15,484株 1,141株 275,049株 

（注）１.普通株式の自己株式の当期末株式数には株式給付信託（ＢＢＴ）が保有する当社株式

91,400株が含まれております。 

２．普通株式の自己株式の株式数の増加15,484株は、株式給付信託（ＢＢＴ）による当社株式

の取得による増加14,400株、単元未満株式の買取による増加1,084株であり、減少1,141株

は退任役員への当社株式の給付による減少1,000株、単元未満株式の売却による減少141株

であります。 

  



 

６．税効果会計に関する注記 

  繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

繰延税金資産 

退職給付引当金 796百万円 

関係会社出資金評価損 239百万円 

退職給付信託 229百万円 

減損損失 225百万円 

賞与引当金 159百万円 

その他 509百万円 

繰延税金資産小計 2,159百万円 

評価性引当額 △523百万円 

繰延税金資産合計 1,636百万円 

繰延税金負債 

前払年金費用 

その他有価証券評価差額金 

その他 

2,661百万円 

  393百万円 

67百万円 

繰延税金負債合計 3,123百万円 

繰延税金負債の純額 1,486百万円 

再評価に係る繰延税金負債 

土地再評価差額金 2,101百万円 

 

７．関連当事者との取引に関する注記 

（1）親会社および法人主要株主等                            

      （単位：百万円） 

属性 
会 社 等

の名称 

議決権等の

所有(被所

有)割合(％) 

関連当事者との

関係 

取引の内

容 
取引金額 科 目 期末残高 

親会社 

伊藤忠

商事株

式会社 

（被所有） 

 直接40.2 

間接4.5 

原材料の仕入 

役員の兼任 

原材料の

購入 
98,454 買掛金 24,140 

（注）１．伊藤忠商事株式会社は、同社の子会社である伊藤忠食品株式会社が当社株式を取得したことにより、

2019年８月２日付で同社の属性はその他の関係会社から親会社に変更となりました。なお、取引金額に

ついては、その他の関係会社であった期間も含めて記載しております。 

２. 上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれておりま

す。 

  

  取引条件および取引条件の決定方針等 

原材料の購入については、伊藤忠商事株式会社以外からも複数の見積りを入手し、市場の実勢価格を勘案して

仕入先を決定しております。 

 

   



 

（2）子会社および関連会社等                             

      （単位：百万円） 

属性 
会社等 

の名称 

議決権等

の所有(被

所有)割合

(％) 

関連当事者と

の関係 
取引の内容 取引金額 科 目 期末残高 

子会社 
秋田プリマ食品 

株式会社 

（所有） 

直接100.0 

原材料の支

給、資金の預

り 

資金の預り 456 預り金 2,452 

子会社 

プリマハムミート

ファクトリー株式

会社 

（所有） 

直接100.0 

資金の貸付、

原材料の支

給・商品の仕

入 

資金の貸付 － 長期貸付金 1,632 

子会社 
プライムデリカ株

式会社 

（所有） 

直接57.9 
資金の預り 資金の預り 8,446 預り金 6,817 

子会社 
太平洋ブリーディ

ング株式会社 

（所有） 

直接100.0 

資金の貸付、

原材料の仕入 
資金の貸付 － 長期貸付金 1,989 

 

取引条件および取引条件の決定方針等 

① 商品および製品の販売については、市場の実勢価格等を勘案し、協議のうえ決定しております。 

（注）上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 

② 資金の預りについては、当社および国内子会社との間で導入したＣＭＳ（キャッシュマネジメントサービ

ス）による取引であり、短期間での反復取引のため、取引金額は当事業年度における純増減金額を記載し

ております。また、当社の短期運用利回りおよび市場金利を勘案して利率を決定しております。なお、担

保は提供しておりません。 

③ 長期貸付金の取引金額は、当事業年度における貸付金額を記載しております。利率は市場金利を勘案し、

返済条件は双方で協議した上で決定しております。なお、担保は徴求しておりません。 

 

（3）兄弟会社等                                     

      （単位：百万円） 

属性 
会社等の

名称 

議決権等

の所有(被

所有)割合

(％) 

関連当事者と

の関係 
取引の内容 取引金額 科 目 期末残高 

兄弟会社 

伊藤忠プ

ラスチッ

クス株式

会社 

－ 原材料の購入 
原材料の購

入 
5,561 買掛金 2,225 

兄弟会社 

株式会社

日本アク

セス 

－ 
商品・製品の売

上 

商品・製品の

販売 
12,024 売掛金 2,077 

兄弟会社 

伊藤忠ト

レジャリ

ー株式会

社 

－ 資金の預け 資金の預け 10,000 預け金 10,000 

（注）１．伊藤忠プラスチックス株式会社、株式会社日本アクセス、伊藤忠トレジャリー株式会社については、伊

藤忠商事株式会社の属性がその他の関係会社から親会社に変更になったことより、同社の属性はその他

の関係会社の子会社から兄弟会社に変更となりました。なお、取引金額については、その他の関係会社

の子会社であった期間も含めて記載しております。 

２. 上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 



 

 

取引条件および取引条件の決定方針等 

① 原材料の購入については、複数の見積りを入手し、市場の実勢価格を勘案して仕入先を決定しておりま

す。 

② 商品および製品の販売については、独立第三者間取引における取引価格を斟酌のうえ、価格等の取引条件

を交渉・決定しております。 

③ 資金の預けについては、伊藤忠商事株式会社のグループ金融制度を利用したことによるもので、取引条件

については市場金利を勘案した合理的な利率によっております。 

 

８．１株当たり情報に関する注記 

  １株当たり純資産額       1,304円70銭 

  １株当たり当期純利益        112円06銭 

(注)  株主資本において自己株式として計上されている信託に残存する自社の株式は、１株当たり純資産額の

算定上、期末発行済株式総数から控除する自己株式に含めており、また、１株当たり当期純利益金額の

算定上、期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めております。 

１株当たり純資産額の算定上、控除した自己株式の期末株式数は91千株であり、１株当たり当期純利益

金額の算定上、控除した当該自己株式の期中平均株式数は88千株であります。 

 

９．重要な後発事象  

  該当なし 

 

10. 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 
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